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議案第２５５号 

 

   令和元年度東広島市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

 （総則） 

第１条 令和元年度東広島市下水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めると

ころによる。 

 

 （業務の予定量の補正） 

第２条 令和元年度東広島市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条

に定めた業務の予定量を次のように改める。 

項    目 補 正 前 補 正 後 

(4) 主要な建設改良事業   

(ｱ) 管 渠 建 設 事 業 1,552,781千円 1,554,269千円 

 

（収益的収入及び支出の補正） 

第３条 予算第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。 

支     出 

科    目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 下水道事業費用 4,729,883千円 32,163千円 4,762,046千円 

第１項 営 業 費 用 4,207,573千円 32,163千円 4,239,736千円 

 

（資本的収入及び支出の補正） 

第４条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額

1,646,242千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額160,761千

円、過年度分損益勘定留保資金365,228千円及び当年度分損益勘定留保資金

1,120,253千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額1,647,657千

円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額160,766千円、過年度分

損益勘定留保資金365,228千円及び当年度分損益勘定留保資金1,121,663千円」に

改め、同条に定めた資本的支出の予定額を次のとおり補正する。 
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支     出 

科    目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計 

第１款 資 本 的 支 出 4,761,639千円 1,415千円 4,763,054千円 

第１項 建 設 改 良 費 3,059,008千円 1,415千円 3,060,423千円 

 

（債務負担行為の補正） 

第５条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度

額を次のとおり補正する。 

  変 更 

事    項 
補 正 前 補 正 後 

期 間 限度額 期 間 限度額 

 東広島浄化センター

増設工事委託 

令和２年度 

～  
令和３年度 

1,224,000千円 
令和２年度 

～  
令和３年度 

1,676,000千円 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正） 

第６条 予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。 

科    目 補 正 前 補 正 後 

(1) 職 員 給 与 費 407,671千円 405,403千円 

 

 

  令和元年１１月２９日提出 

 

                 東広島市長  髙  垣    德 
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東広島市下水道事業会計補正予算に関する説明書

令 和 元 年 度



（支　出）   （単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

1
下 水 道
事業費用

4,729,883 32,163 4,762,046

1 営業費用 4,207,573 32,163 4,239,736

款 項 目

2
ポ ン プ
場 費

排 水
設 備 費

１　実施計画

収益的収入及び支出

総 係 費

4

処理場費3

管 渠 費 679

14,152

7

1

61,635

133,022

47,483

8
産業団地
汚水処理
施 設 費

156,062

6 134,204業 務 費

38,626

備  　　考

58,044

790

29,534

58,723

143,836

1,191,096

143,046

142,988

39,8901,264

1,161,562

△ 1,182

△ 13,074
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（支　出）   （単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

1
資 本 的
支 出

4,761,639 1,415 4,763,054

1
建 設
改 良 費

3,059,008 1,415 3,060,423

8,063 7,990△ 735

受益者負
担金・分
担金徴収
業 務 費

目

1
管渠建設
事 業 費

1,552,781

備  　　考

1,554,2691,488

款 項

資本的収入及び支出
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（単位　千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

退職給付引当金の増減額（△は減少）

その他引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

支払利息

有形固定資産除却費

未収金の増減額（△は増加）

前払金の増減額（△は増加）

前受金の増減額（△は減少）

小計

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

負担金等による収入

水洗便所改造資金の貸付による支出

水洗便所改造資金貸付金の回収による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金減少額

資金期首残高

資金期末残高

△ 53,064

△ 12,000

1,536,386

4,457

164,853

△ 4,333,892

2,365,453

△ 92

19,216

1,399

△ 1,014,767

503,334

△ 36,382

△ 17

4,924

　２　予定キャッシュ・フロー計算書

　　　（平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

107,635

1,396,968

1,980,086

△ 583,118

29,383

291,655

194,050

633,345

△ 2,693,260

954,602

2,751,400

△ 1,990,848

341,690
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３　給与費明細書

１　総括

※（ ）内は再任用短時間勤務職員で、外数である。

8,057

0

8,057

103,953

54,639

158,592

補
損益勘定

3
支弁職員

内 訳

562 △ 929 △ 48 △ 30 17,230

通 勤 手 当 管 理 職 手 当 特殊勤務手当
管 理 職 員
特別勤務手当

時間外勤務手当

40,199

△ 15,736

4,387 5,105 48 150 18,227 66,020

4,949 4,176 0 120 35,457 50,284

（単位　千円）

（単位　千円）

期 末 手 当 勤 勉 手 当 扶 養 手 当

△ 256 △ 2,268

地 域 手 当 住 居 手 当

1,080 △ 4,318

△ 3,545 6,931 3,386 2,050

0

0

106,120

139,429

39,247 93,886

251,439

345,325

117,500

405,403

292,221

115,450

407,67162,346

21,564

40,782

62,090

20,228

41,862246,041

97,272

343,313178,042

給　　　与　　　費

131,864

46,178

報　酬

157,214

8,057

0

8,057

51,094

合　計後

25

人

比

正

前 合　計 3

38

0

(0)

(1)

3
(1)

一 般 職特 別 職

補
(1)

25

正

支弁職員

資本勘定

支弁職員
0

13

人
3

較

資本勘定

手当の

合　計
法　定

給　料 手　当 計 福利費

損益勘定

支弁職員

287,903

資本勘定
0

支弁職員

0

支弁職員

合　計

区　　分
職　員　数

損益勘定

△ 1

退 職 手 当

△ 1,378

14

39

区 分

補 正 後

補 正 前

比 較

5,222

5,437

△ 215△ 994 △ 270

6,126

6,306

△ 180

28,573

28,597

△ 24

3,930

4,200

39,205

0

0
△ 1

△ 1,336

△ 634 △ 2,0120

178,676

2,167 △ 7,565 △ 5,398

(1)
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２　給料及び手当の増減額の明細

その他の増減分

退職手当

（単位　千円）

△ 30管理職員特別勤務手当

その他の増減分 △ 1,486

△ 763

△ 219

△ 270

扶養手当 △ 180

職員の異動等に伴う増減分

通勤手当

勤勉手当

562

区 分 増 減 額

給 料 △ 1,378

増 減 事 由 別 内 訳

△ 1,510

勤勉手当

地域手当

増減分

給与改定に伴う

備　　　考

132

29

地域手当

説　　　　明

職員の異動等に伴う増減分

時間外勤務手当 26

退職手当 54

4

739

期末手当

17,204

手 当 △ 634

制度改正に伴う 852 給与改定に伴う増減分

期末手当 △ 1,023

△ 15,790

管理職手当

特殊勤務手当

△ 929

△ 48

時間外勤務手当

増減分

住居手当
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３　給料及び手当の状況

(1) 職員１人当たり給与

(2) 初任給

（３８人）

（円）

（３８人）

区　　　　　　　　　分

令 和 元 年 １ １ 月 １ 日 現 在

一　般　行　政　職

（歳.月）

（円）平 均 給 料 月 額

338,397（円）平 均 給 料 月 額

43.7

（円）

338,397

468,614

大学卒

補正後

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

150,600

182,200

444,662

国　 の　 制　 度

 行　  政　  職　  （円）

188,700

平 成 ３ １ 年 ４ 月 １ 日 現 在
平 均 給 与 月 額

43.0平 均 年 齢 （歳.月）

区　　　分 一 般 行 政 職　（円）

160,100高校卒

補正前

高校卒 158,300 148,600

大学卒 187,200 180,700

比較

高校卒 1,800 2,000

大学卒 1,500 1,500
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(3) 級別職員数

平 成 31 年

計 38 計

７級

８級 1

６級 3

3５級

50.0

3

3

７級

19

５級

６級7.9

４級 19

2.6

7.9

令 和 元 年

11月1日現在 4月1日現在

４級

1

50.0

８級2.6

３級 5

区　分
一　般　行　政　職

構 成 比級 職 員 数

人 ％
0

３級

0.0

6２級

１級

15.8

13.2 13.2

区　分
職 員 数

一　般　行　政　職

6

構 成 比

％
0.0

級

15.8

人

２級

１級 0

5

7.9

7.9

2.6

2.6

100.0

1

38

1

100.0
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(4) 期末手当・勤勉手当

 級等による加算措置

(1.175) (1.175) (2.350)
2.225 2.275 4.500

(1.175) (1.175) (2.350)
有

2.225

有国 の 制 度

(2.350)

2.225 4.450

(1.175) (1.175)
有

2.225 2.275 4.500

区　　分

※（ ）は再任用職員

補　正　前

補　正　後

支 給 期 別 支 給 率 支給率計  職制上の段階、職務の
備　考

６月（月分） １２月（月分） （月分）
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４　債務負担行為に関する調書

事　　項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

期 間 金 額

補正前の額

1,224,000

（単位　千円）

期 間 金 額 国庫補助金 企業債 その他

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左 の 財 源 内 訳

令和2年度

～

令和3年度

令和3年度

令和2年度

～

令和3年度

令和2年度

1,224,000 473,250 750,700 50

東広島浄化セ
ンター増設工
事委託

411,700 40,300

884,950 791,000 501,676,000 ～

計

補正額

452,000 452,000

1,676,000
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（単位　千円）

１

(1)

イ 2,050,682

ロ 2,085,777

△ 425,061 1,660,716

ハ 67,575,967

△ 6,766,748 60,809,219

ニ 6,943,914

△ 2,497,397 4,446,517

ホ 1,317

△ 1,252 65

ヘ 23,585

△ 7,988 15,597

ト 801,086

69,783,882

(2)

イ 634,377

ロ 21,807

656,184

(3)

イ 103

ロ 19,280

19,383

70,459,449

２

(1) 291,655

(2) 908,668

△ 952 907,716

(3)

イ 700

700

1,200,071

71,659,520資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

保 管 有 価 証 券

そ の 他 流 動 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

長 期 貸 付 金

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

土 地

５　予定貸借対照表（当年度）

    （令和2年3月31日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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３

(1)

イ

27,096,617

ロ 8,200

27,104,817

(2)

イ 368,267

368,267

27,473,084

４

(1)

イ

1,735,747

1,735,747

(2) 405,287

(3)

イ 15,219

ロ 2,982

18,201

(4) 35,439

2,194,674

５

32,141,660

△ 4,150,437

27,991,223
57,658,981

６ 13,638,335

７

(1)

イ 53,057

ロ 530,865

ハ 5,664

589,586

(2)

イ 227,382

△ 227,382

362,204

14,000,539
71,659,520負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

補 助 金

負 担 金

負 債 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 金

剰 余 金

資　　　本　　　の　　　部

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

未 払 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

賞 与 引 当 金

引 当 金

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
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６ 注記（当年度） 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

(1) 固定資産の減価償却の方法 

 イ 有形固定資産 

  ・減価償却の方法 

    定額法 

  ・主な耐用年数 

    建物          8～50 年 

    構築物         10～50 年 

     うち管渠施設     50 年 

    機械及び装置      6～20 年 

    車両運搬具       4～5 年 

    工具、器具及び備品   4～15 年 

 ロ 無形固定資産 

  ・減価償却の方法 

    定額法 

  ・主な耐用年数 

    施設利用権       50 年 

    ソフトウェア      5 年 

 

(2) 引当金の計上方法 

 イ 退職給付引当金 

   当年度末における職員に対する退職手当の要支給額から、市町総合事務組合にお

ける積立金相当額を控除した金額を計上している。 

 ロ 賞与引当金 

   職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、翌年度の支給見込額のうち当年度の負担に属する額を計上している。 

 ハ 法定福利費引当金 

   職員の期末手当・勤勉手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払いに備えるた

め、当年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支払見込額のうち当年度の負
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担に属する額を計上している。 

 ニ 貸倒引当金 

   債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計

上している。 

 

(3) 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表等に関する注記 

 

 (1) 企業債の償還に係る一般会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して 1 年以内に

償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、578,618

千円である。 

 

 (2) 引当金の取崩し 

  イ 賞与引当金の取崩し 

    令和元年度において、期末手当及び勤勉手当として 21,972 千円を支給すること

となるため、賞与引当金を 14,086 千円取り崩す。 

  ロ 法定福利費引当金の取崩し 

    令和元年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 4,185 千円

を支払うこととなるため、法定福利費引当金を 2,716 千円取り崩す。 

  ハ 貸倒引当金の取崩し 

    令和元年度において、不納欠損見込額として 473 千円を取り崩す。 

 

３ セグメント情報に関する注記 

 

 (1) 報告セグメントの概要 

   東広島市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業

集落排水事業及び産業団地汚水処理施設事業の 4 つを報告セグメントとしている。 

   各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 
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事業区分 事業の内容 

公 共 下 水 道 事 業 公共下水道事業における処理区域で汚水・雨水を処理する業務 

特 定 環 境 保 全 

公 共 下 水 道 事 業 

特定環境保全公共下水道事業における処理区域で汚水を処理 

する業務 

農業集落 排水事業 農業集落排水事業における処理区域で汚水を処理する業務 

産 業 団 地 汚 水 

処 理 施 設 事 業 
上記以外の処理区域で汚水を処理する業務 

 

 (2) 報告セグメントごとの営業収益等 

   令和元年度（自 平成 31 年 4 月 1 日  至 令和 2 年 3 月 31 日） 

（単位 千円） 

 
公共下水道 

事 業 

特 定 環 境 

保 全 公 共 

下水道事業 

農 業 集 落 

排 水 事 業 

産 業 団 地 

汚 水 処 理 

施 設 事 業 

合 計 

営業収益 

営業費用 

3,051,597 

3,644,329 

30,555 

207,519 

46,360 

203,252 

17,265 

54,782 

3,145,777 

4,109,882 

営業損益 

経常損益 

△592,732 

113,105 

△176,964 

△136 

△156,892 

△646 

△37,517 

5,222 

△964,105 

117,545 

セグメント資産 

セグメント負債 

65,480,782 

53,035,798 

3,041,840 

1,996,884 

2,720,876 

2,253,552 

416,022 

372,747 

71,659,520 

57,658,981 

その他の項目 

 雨水処理負担金 

 他会計負担金 

 他会計補助金 

 減価償却費 

 支払利息及び 

企業債取扱諸費 

 

194,954 

299,706 

0 

2,148,994 

471,341 

 

 

0 

72,432 

71,177 

95,656 

13,008 

 

 

0 

66,997 

51,510 

103,127 

18,985 

 

 

0 

0 

25,292 

17,676 

0 

 

 

194,954 

439,135 

147,979 

2,365,453 

503,334 
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令 和 元 年 度

東広島市下水道事業会計補正予算説明資料



(1)  収益的収入及び支出

（支　出）

1 下水道事業費用 4,729,883 32,163 4,762,046

1 営 業 費 用 4,207,573 32,163 4,239,736

1 管 渠 費 58,044 679 58,723

予算事項別明細書

款　　項　　目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

2 ポ ン プ 場 費 143,046 790 143,836

3 処 理 場 費 1,161,562 29,534 1,191,096
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職員　3名

期末手当 勤勉手当

扶養手当 住居手当

通勤手当 時間外勤務手当

児童手当 地域手当

期末手当 勤勉手当

共済組合負担金

法定福利費

職員　2名

期末手当 勤勉手当

扶養手当 時間外勤務手当

児童手当 地域手当

期末手当 勤勉手当

共済組合負担金

法定福利費

職員　3名

期末手当 勤勉手当

扶養手当 通勤手当

管理職手当 時間外勤務手当

特殊勤務手当 児童手当

管理職員特別勤務手当 地域手当

期末手当 勤勉手当

共済組合負担金

法定福利費

△ 929

法 定 福 利 費 △ 1,456

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

△ 143

△ 48

賞与引当金繰入額 △ 761 △ 476 △ 285

△ 30

手 当 等 2,158 △ 448

金　　額

給 料 △ 1,204

（単位　千円）

節
説　　　　　　　　　　明

区　　　　分

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

△ 13

賞与引当金繰入額 △ 91 △ 67 △ 24

法 定 福 利 費 △ 171

手 当 等 624

給 料 101

△ 334

賞与引当金繰入額 47 12 35

法 定 福 利 費 4

60

△ 100

628

5

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

14

手 当 等 △ 2,034

給 料 △ 2,958

△ 774△ 1,133

474

292

225

△ 345

324

1,658

△ 22

1,560

△ 120

△ 130

△ 456 26
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（支　出）

款　　項　　目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

4 排 水 設 備 費 47,483 14,152 61,635

6 業 務 費 134,204 △ 1,182 133,022

7 総 係 費 156,062 △ 13,074 142,988
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金　　額

（単位　千円）

節
説　　　　　　　　　　明

区　　　　分

処理場施設等

汚泥処分業務

職員　5名

期末手当 勤勉手当

扶養手当 通勤手当

時間外勤務手当 児童手当

地域手当

期末手当 勤勉手当

共済組合負担金

法定福利費

職員　4名

期末手当 勤勉手当

扶養手当 通勤手当

時間外勤務手当 児童手当

地域手当

期末手当 勤勉手当

共済組合負担金

法定福利費

職員　8名

期末手当 勤勉手当

扶養手当 通勤手当

時間外勤務手当 児童手当

地域手当

期末手当 勤勉手当

共済組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

子ども・子育て拠出金及び労働保険料

法定福利費

委 託 料 15,636

修 繕 費 21,250

手 当 等 6,153 1,229

110

給 料 4,867

賞与引当金繰入額 807 424 383

法 定 福 利 費 2,155

152

給 料

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

170

10 75

155

手 当 等 △ 1,441

85

2

賞与引当金繰入額

法 定 福 利 費 △ 7

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

26

給 料 1,068

57 213

法 定 福 利 費 321 342

1,343

手 当 等 946

△ 396 △ 64

26

168 194

△ 325

賞与引当金繰入額 270

退 職 給 付 費 △ 15,753

△ 46

25

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

74

△ 1,378

945

80

198

42

127

16

△ 60

△ 190

3,439
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（支　出）

款　　項　　目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

8
産 業 団 地 汚 水
処 理 施 設 費

38,626 1,264 39,890
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金　　額

（単位　千円）

節
説　　　　　　　　　　明

区　　　　分

職員　1名

期末手当 勤勉手当

時間外勤務手当 地域手当

期末手当 勤勉手当

共済組合負担金

法定福利費

給 料 138

11 18

法 定 福 利 費 124

865 3

賞与引当金繰入額 29

手 当 等 949 27 54

17退 職 給 付 費

法 定 福 利 費
引 当 金 繰 入 額

7
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(2)  資本的収入及び支出

（支　出）

款　　項　　目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

1 建 設 改 良 費 3,059,008 1,415 3,060,423

1 資 本 的 支 出 4,761,639 1,415 4,763,054

1 管渠建設事業費 1,552,781 1,488 1,554,269

5
受 益 者 負 担 金 ・
分担金徴収業務費

8,063 △ 73 7,990

-26-



職員　12名

期末手当 勤勉手当

住居手当 通勤手当

時間外勤務手当 児童手当

地域手当

共済組合負担金

職員　1名

期末手当 勤勉手当

住居手当 通勤手当

時間外勤務手当 児童手当

地域手当

共済組合負担金

（単位　千円）

節
説　　　　　　　　　　明

区　　　　分 金　　額

△ 260

△ 3,864

手 当 等 6,628 △ 960

△ 270

給 料

△ 612

47

9,363 △ 680

給 料 319

法 定 福 利 費 △ 1,276

手 当 等 △ 332 102 60

24△ 324

45

9

法 定 福 利 費 △ 60

△ 248
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